
上
げ
促
進
税
制
と
は
、
一

定
の
要
件
を
満
た
し
た
う

え
で
、
前
年
度
よ
り
給
与
等
の
支

給
額
を
増
加
さ
せ
た
場
合
、
そ
の

増
加
額
の
一
部
を
法
人
税
（
個
人

事
業
主
は
所
得
税
）
か
ら
税
額
控

除
で
き
る
制
度
で
あ
る
。
大
企
業

向
け
、
中
堅
企
業
向
け
（
新

設
）、
中
小
企
業
向
け
が
あ
り
、

そ
れ
ぞ
れ
で
適
用
要
件
や
税
額
控

除
率
が
異
な
る
。

る
認
定
制
度
（
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み

ん
、
プ
ラ
チ
ナ
え
る
ぼ
し
）
を
活

用
し
た
新
た
な
上
乗
せ
措
置
が
講

じ
ら
れ
る
。

　
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
上
乗
せ

措
置
の
適
用
に
よ
る
控
除
率
が
最

高
30
％
か
ら
35
％
へ
拡
大
さ
れ
る

こ
と
と
な
る
。

税
額
控
除
額
は

法
人
税
額
の
20
％
が
上
限

①
制
度
の
内
容

　
継
続
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が

前
年
度
よ
り
増
加
し
た
場
合
に
税

額
控
除
が
で
き
る
制
度
で
あ
る
。

原
則
の
税
額
控
除
率
は
15
％
（
改

正
後
10
％
）
だ
が
、
一
定
要
件
を

満
た
し
た
場
合
に
控
除
率
の
上
乗

せ
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

　
た
だ
し
、
税
額
控
除
額
は
法
人

税
額
の
20
％
が
上
限
と
な
る
（
中

堅
企
業
、
中
小
企
業
も
同
様
）。

　
改
正
前
と
改
正
後
の
適
用
要
件

お
よ
び
税
額
控
除
率
（
通
常
措

置
・
上
乗
せ
措
置
）
は
図
表
２
の

と
お
り
で
あ
る
。

大
企
業
向
け

賃
上
げ
促
進
税
制

　
今
回
の
改
正
で
継
続
雇
用
者
給

与
の
増
加
割
合
に
応
じ
た
控
除
率

の
上
乗
せ
措
置
お
よ
び
教
育
訓
練

費
の
増
加
に
よ
る
上
乗
せ
措
置
が

見
直
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　
ま
た
、
子
育
て
支
援
を
後
押
し

す
る
観
点
か
ら
厚
生
労
働
省
に
よ

賃

中小企業向け制度は中小企業向け制度は
上乗せ措置が見直され上乗せ措置が見直され
控除率が最高45％に拡大控除率が最高45％に拡大

図表１　用語の説明

◦継続雇用者給与等支給額
継続雇用者（前事業年度および適用事業年度の全月
分の給与等の支給を受けた国内雇用者）に対する給
与等の支給額の合計額

◦雇用者給与等支給額
すべての国内雇用者に対する給与等の支給額の合計
額

◦控除対象雇用者給与等支給増加額
適用事業年度の雇用者給与等支給額から前事業年度
の雇用者給与等支給額を控除した金額

◦くるみん認定
女性の仕事と育児の両立に関する一定基準を満たし
た企業に対し、厚生労働大臣が子育てサポート企業
として認める制度

◦えるぼし認定
女性活躍推進法に基づき、一定基準を満たし、女性
の活躍促進に関する状況などが優良な企業を認定す
る制度

（出所）筆者作成
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②
対
象
法
人

　
改
正
前
は
資
本
金
１
億
円
超
の

法
人
が
適
用
対
象
で
あ
っ
た
が
、

改
正
に
よ
り
資
本
金
１
億
円
超
か

つ
従
業
員
２
０
０
０
人
超
の
法
人

が
大
企
業
向
け
の
賃
上
げ
促
進
税

制
の
対
象
と
な
る
。

③
マ
ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
方

中
堅
企
業
向
け

賃
上
げ
促
進
税
制

　
資
本
金
１
億
円
超
の
法
人
は
大

企
業
向
け
制
度
の
対
象
で
あ
っ
た

が
、
従
業
員
２
０
０
０
人
以
下
の

法
人
に
つ
い
て
は
、
新
た
に
「
中

堅
企
業
」
と
し
て
別
枠
が
設
け
ら

れ
る
。

①
制
度
の
内
容

　
適
用
要
件
お
よ
び
税
額
控
除
率

（
通
常
措
置
・
上
乗
せ
措
置
）
は

図
表
３
の
と
お
り
で
あ
る
。

②
対
象
法
人

　
従
業
員
数
２
０
０
０
人
以
下
の

法
人
が
対
象
と
な
り
、
資
本
金
が

１
億
円
超
で
あ
っ
て
も
中
堅
企
業

に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
。

　
た
だ
し
、
法
人
と
そ
の
法
人
に

よ
る
支
配
関
係
が
あ
る
法
人
の
従

業
員
の
合
計
数
が
１
万
人
を
超
え

る
法
人
は
中
堅
企
業
で
は
な
く
大

企
業
に
該
当
す
る
た
め
、
グ
ル
ー

プ
会
社
に
お
い
て
は
グ
ル
ー
プ
全

体
の
従
業
員
数
を
把
握
す
る
必
要

針
の
要
件

　
資
本
金
10
億
円
以
上
か
つ
従
業

員
１
０
０
０
人
以
上
の
法
人
は
、

適
用
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日

か
ら
45
日
を
経
過
す
る
日
ま
で
に

マ
ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
方
針

を
自
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
公
表
し

て
、
そ
の
旨
の
届
出
を
経
済
産
業

大
臣
へ
行
う
必
要
が
あ
る
。

　
今
回
の
改
正
に
よ
り
対
象
範
囲

が
拡
大
さ
れ
、
次
の
㋐
と
㋑
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
法
人
が
対
象

と
な
る
。

㋐�

資
本
金
10
億
円
以
上
か
つ
従
業

員
１
０
０
０
人
以
上

㋑
従
業
員
２
０
０
０
人
超

図表２　大企業向け賃上げ促進税制の概要

【改正前】 【改正後】

通
常
要
件

①適用要件
継続雇用者給与等支給額が前
年度より３％以上増加
②税額控除
控除対象雇用者給与等支給増
加額╳15％

①適用要件
同左

②税額控除
控除対象雇用者給与等支給増
加額╳10％

上
乗
せ
措
置
Ⅰ

①適用要件
継続雇用者給与等支給額が前
年度より４％以上増加
②税額控除
税額控除率を10％上乗せ

継続雇用者給与等支給額の増加
割合に応じて税額控除率を上乗
せ

給与等の
増加割合 税額控除率

４％以上 ５％上乗せ
５％以上 10％上乗せ
７％以上 15％上乗せ

上
乗
せ
措
置
Ⅱ

①適用要件
教育訓練費が前年度より20％
以上増加

②税額控除
税額控除率を５％上乗せ

①適用要件
教育訓練費が前年度より10％
以上増加かつ教育訓練費が雇
用者給与等支給額の0.05％以
上

②税額控除
税額控除率を５％上乗せ

上
乗
せ
措
置
Ⅲ

①適用要件� （新設）
プラチナくるみん認定または
プラチナえるぼし認定を受け
ている場合

②税額控除
税額控除率を５％上乗せ

（出所）筆者作成

ワイド
特集

令和６年度の税制改正は
ここがポイント

知っておきたい重要改正事項と留意点
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